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１Ｇ０８ 

共用機器を活用する学外依頼分析の重要性～地方・地域創生の視点から～ 

 

 
○田部井由香里（群馬大学），酒井雅子（群馬大学），平渡みゆき（群馬大学），林 史夫（群馬大学） 

 

 
1. はじめに 

群馬大学は文部科学省平成 28 年度設備サポートセンター整備事業に採択され、（１）研究設備の共有

化、（２）地域ネットワークりょうもうアライアンスの構築、（３）マイスター育成プログラムの実施に

取り組んだ。 
研究設備の共用化では、採択前の 2015 年度と昨年度の 2021 年度を比較すると、所有設備数は 17 台

から 32 台に、利用実人数は約 2.5 倍、利用延べ人数は約 7.5 倍、利用時間は約 3.5 倍、利用料収入は約

2 倍に増加した。 
りょうもうアライアンスとは群馬県と栃木県南部からなる両毛（りょうもう）地域の教育研究の発展、

あと、そこに位置する企業さんの支援を目的に、前橋工科大学（市立）、足利大学（私立）、群馬高専か

らなる地方創生・地域創生支援チームのことである。この地域支援チームにおいて、特に企業の研究開

発、新産業創生にどのように貢献するかを考えたとき、本学は「依頼分析の充実」という方策を採用し

た。尚、マイスター育成プログラムについては次の発表１G０９をご覧いただきたい。 
下の図は、企業向け広報活動に利用しているフライヤーの表面（左）と裏面（右）である。表面上段

は機器分析センターの依頼分析に対するコンセプトが記されている。中段は、依頼分析案件が順調に増

えていること、企業の所在地が県内に限らないこと、企業規模によらないこと、化学系の企業でも機械

系の企業でも分野を制限しないこと、相談内容として研究開発に限らないこと、つまり、気後れせずに

相談してくださいねというメッセージを与えている。 
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2. 依頼分析と共同研究の違い 

企業に対するメッセージとして用意した中段のいくつかのデータは、依頼分析と共同研究の違いを表

すことができているのではないかと考えている。 
 

研究開発 

企業が大学と組んで研究開発を行う場合、その形態は「共同研究」が最

もイメージしやすいと思われる。共同研究における研究開発の根幹になっ

ているのは「教員の知」であることが多く、共同研究の成果としては「知

財の創出」を狙い、1 年から 3 年で成果を求めるような契約であることが

多い。 

ここで研究開発は共同研究を組むものだけではなく、依頼分析でも対応

可能であることを示したい。先のフライヤーにある「分析内容」の円グラ

フを右に抜き出した。これまでの分析依頼の約 30%が研究開発に係るもの

であった。この時の内容を精査すると、自社での研究開発において、分析

装置がないためもしくは分析スキルがないため機器分析センターに依頼す

る分析、予期せぬ結果が得られたのでその原因を解明したいというような

スポット的な分析、元請けからの仕様が厳しくなりそれに対応できるよう

な工程の見直しに係る分析、が多くを占めていた。このような分析を成す

ための根幹は、「分析装置を操る能力」つまり分析を行う「技術職員の技術

力」といえる。また、納期は 1 週間ほど、案件によって 3 カ月とか、難し

いものになるともっとかかってしまうが、共同研究のそれよりは短いこと

が特徴となっている。このように共同研究における研究開発と依頼分析に

おける研究開発は、考え方や実態が大きく異なることがわかった。 
 

県内企業への貢献度 

大学ファクトブック 2022 によると、2020 年度の群馬大学の企業との共

同研究数は 256 件と示されている。この中の 44 件が群馬県に所在地がある

企業との契約であった。つまり共同研究契約の中の 17%にあたる。 

一方、依頼分析の県内企業比率を調べると約 55%であった（右図）。地方

創生・地域創生という立場に立つと、共同研究よりも依頼分析の方が効果

は高いのではないかと考えられる。 
 
 

3. 依頼分析が機器分析センターに与えるもの 

外部依頼分析では規定に定められた分析料をいただいている。ここ数年の分析装置を稼働させるこ

とによって得られた収入のうち、約 35%が依頼分析によるものであった。残り 65%は学内利用料によ

る収入にあたるが、この中身を精査すると、約 15%が企業との共同研究費が財源となって支払われて

いた。つまり、全収入の 50%が企業関連による収入といえる。多様な財源の一つになっている。50%
を占めるといっても、新しく分析装置を整備するという額にはならないが、保守・維持経費にはな

り、大学本部の支出を減らす、ほかの研究力向上を進める事業に予算を割り振るなどの効果がある。 
収入以外にも、依頼分析で身に着けた技術は、学内からの相談に還元され、研究力向上に貢献でき

ると考えている。 
 

4. 最後に 

共同研究という視点だけでなく、依頼分析に着目すると、地方大学において共用機器の地方創生・地

域創生に貢献していることがわかってきた。大会当日は、いくつかのデータを提示しつつ、この考えに

ついて議論をしたい。 
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